
「美しく恵み豊かな瀬戸内海の実
現」に向けた広島県の取組につい
て

広島県 環境県民局 環境保全課
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１ 瀬戸内海の環境の保全に関する
広島県計画
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計画期間：平成２８年度～平成３７年度（概ね５年で見直し）

計画の施策体系
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【現状と課題】

○ ＣＯＤの環境基準達成率が低い

○ 漁業生産量の減少と窒素・りん等，栄養塩類の

流入量低下との関係性が指摘されている。

広島県データ

ＣＯＤ達成率29%(H30)

(1)水質の保全及び管理
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【目標】

水質の保全及び管理を通じて，海域の利用状況に適し
た水質の確保

【主な施策】

水質総量削減計画の策定（第８次計画） H29.6

きれいで豊かな海の確保に関する検討に参画 H27～

(1)水質の保全及び管理
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【目標】

瀬戸内海固有の自然景観及び文化的景観の保全と利
用を推進することで，地域の魅力の再認識し，地域の活
性化につなげる

(2)自然景観及び文化的景観の保全〈海ごみ〉

【現状と課題】

海ごみによって景観を損ねるだけでなく，

生態系，漁業への影響が懸念
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【主な施策】

海岸漂着物処理推進法に基づく地域計画を策定し，
重点的に取り組む地区を設定等

自治体，漁業関係者，地域住民等の連携による自主
的かつ継続的な回収・処理，発生抑制対策に取り組む

・（漂着ごみ）海岸の一斉清掃の拡大

・（漂流ごみ）広島港等に配備されている清掃船による回収

・（その他）投棄等を防止するため廃棄物処理法等の強化 等

(2)自然景観及び文化的景観の保全〈海ごみ〉
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• 多様な主体によって構成する湾灘協議会を設置（平成２９年４月１日）

• 県内５つの湾灘を西部，中部，東部の３つに区分

• 海域の実情に応じた取組を推進

(3)推進基盤の整備〈湾灘協議会〉
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２ 海ごみ対策
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（１）せとうち海援隊(H14～)
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【概要】
・海浜における環境保全活動（海浜清掃・美化， 海岸・
干潟生物調査）を実施する団体等を「せとうち海援隊」
として認定

＊認定団体 36団体（H30年度末現在）

・認定団体の活動に対し，
傷害・賠償保険への加入
活動資材の提供，
活動のＰＲ 等を実施し支援

（住民団体，企業）

関係市町 県

○回収したごみの処分等に協力
○県と連携しバックアップ

連 携



•

（1）せとうち海援隊(H14～)
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（2）海ごみ対策支援(H28～)
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〇宮島一斉清掃事業（モデル事業）の実施（H28年度）

「宮島海岸ＧＯＭＩゼロ大作戦」 （H28.7.16（土）開催）
・ＧＯＭＩ拾いウォーキング
・スポーツごみ拾い
・ＧＯＭＩ拾いコン
・宮島エコツアー 等楽しみを交えた海岸清掃活動

参加者数 927名

ごみ回収量 7,052kg



（2）海ごみ対策支援(H28～)
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（2）海ごみ対策支援(H28～)
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〇市町の海ごみ対策の支援（国庫補助）
国庫補助を活用し海岸清掃等に取り組む市町を拡大中

年度 市町数 市町

H28 ６市町
竹原市，廿日市市，江田島市，海田町，坂町，
大崎上島町

H29 ８市町
呉市，竹原市，大竹市，廿日市市，江田島市，
海田町，坂町，大崎上島町

H30 ９市町
呉市，竹原市，大竹市，廿日市市，江田島市，
海田町，坂町，安芸太田町，大崎上島町
＊竹原市，坂町は西日本豪雨災害のため中止



（3）海岸漂着物実態調査(H30～)

〇趣旨

今後の発生源対策の基礎資料とするため，県内の海岸へ

の漂着物の量とその種類を把握

〇方法

・流木等を除く人工物を対象

・県内の海域を西部，中部，東部に分類し，年４回実施

・135 地点を対象に目視による「県内海岸全域調査」を実施

し，海岸漂着物の量を把握

・うち10 地点を対象に「海岸漂着物組成調査」を実施

・ 「県内海岸全域調査」と「海岸漂着物組成調査」から，県全

体の海岸漂着物の量と種類を推計
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県内海岸全域調査 135地点

（3）海岸漂着物実態調査(H30～)
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• 海岸漂着物組成調査 10地点

（3）海岸漂着物実態調査(H30～)
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ごみ材質 品番 品目 備考

プラスチック類 1 ペットボトル 飲料

2 プラスチックボトル（洗剤、漂白剤等） 生活

3 食品容器（プラスチックトレイ） 食品

4 食品の包装袋、レジ袋 食品

5 使い捨てライター 生活

6 農業用肥料袋 農業

7 プラスチック製フロート・ブイ等（漁具） 水産

8 カキ養殖用パイプ（漁具） 水産

9 カキ養殖ワッシャー

10 土のう袋

11 その他のプラスチック類

発泡スチロール 12 食品容器（発泡スチロール） 食品

13 発泡スチロール製フロート等（漁具） 水産

14 その他の発泡スチロール類

金属類 15 飲料缶（スチール製） 飲料

16 飲料缶（アルミ製） 飲料

17 その他の缶（スプレー缶等） 生活

18 家電製品等の粗大ごみ 大型

19 その他の金属類

ゴム 20 手袋、長靴等 生活

21 その他のゴム類

木 22 木（建設資材等） 建築

23 その他（流木等）

紙 24 紙コップ、紙皿 食品

25 紙袋 生活

26 紙パック

27 その他の紙類

ガラス・陶器 28 飲料ガラスびん 飲料

29 ガラス製の食器・破片 食品

30 陶器製の食器・破片 食品

31 その他のガラス、陶器類

その他 32 釣り糸、ルアー、浮き（漁具、釣り） 水産

33 ロープ（漁具） 水産

34 漁網（漁具） 水産

35 布類

36 その他分類不能なごみ

人工系ごみの材質別品目の詳細分類

（3）海岸漂着物実態調査(H30～)
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（3）海岸漂着物実態調査(H30～)

〇調査結果

（１）海岸漂着物の量

・海域毎の年平均漂着量

重量は約7～52ｔ 体積は約99～1,714㎥

・海岸漂着物量は，年間を通して西部で特に多い

傾向が見られ，全体のおよそ８割を占めていた。

・本土側の海岸と比較して，島しょ部の海岸におい

て海岸漂着物が多い傾向が見られた。

年平均漂着量 西部 中部 東部

重量 52ｔ 13ｔ 7ｔ

体積 1,714㎥ 203㎥ 99㎥



（3）海岸漂着物実態調査(H30～)

（２）海岸漂着物の種類

・西部においては，漁業活動に関連するごみ（発泡

スチロール製フロート及びカキ養殖用パイプ）が

大部分を占めていた。

・中部および東部については，陸上の生活由来の

ごみ（ペットボトル，その他のプラスチック類等）が

大部分を占めていた。

・漁業活動に関連するごみを除くと，西部・中部・東

部における海岸漂着物量に大きな差はなかった。



３ 課題解決に向けた必要な方策
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１ 海ごみ対策

（1）生活由来のごみ等について実効性のある発生

抑制を図るためには，発生源の解析が必要

→海ごみの発生源は，意図的なポイ捨てや不法

投棄に限らず，非意図的な日常生活の行為

（例：ゴミステーションの管理不十分）も考えられ

る。

実効性のある対策を検討するには，発生源ごと

の寄与率等の分析が求められる。

課題解決に向けた必要な方策
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１ 海ごみ対策

（2）海ごみの回収については，様々な関係省庁や主

体が実施しており，情報の集約が必要

→海ごみの実態を把握するには，漂着量調査と

合わせて海ごみ回収量の情報も求められる。

全国統一で情報収集できる仕組みと情報収集

のフォーマットが求められる。

課題解決に向けた必要な方策
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２ 水質管理

海域の特性や海面利用状況により異なる湾灘

ごとの課題への対応の検討が必要

→各種検討結果やその他の知見を基にした適正

な栄養塩類の管理の在り方を示すガイドラインの

策定が望まれる。

課題解決に向けた必要な方策
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•

美しく恵み豊かな瀬戸内海を目指して
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